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（趣 旨） 
第１ この要領は、広島高速道路公社が発注する建設工事（以下「建設工事」という。）に係る

総合評価落札方式の試行に関し、法令等に定めるもののほか、必要な事項を定める。 
 

（定 義）                                      
第２ この要領における｢総合評価落札方式」とは、工事の質を高めることを目的とし、企業から

技術等に関する提案を求め、民間の技術を積極的に活用することにより、価格だけでなく、
価格以外の技術的な要素を考慮する契約方式である。 

 

（対象工事） 

第３ 総合評価落札方式の試行工事は、原則として10,000千円以上の工事を対象とし、次のいず
れかに該当する工事とする。ただし、「広島高速道路公社競争入札等執行委員会」で総合評価
落札方式によることが適当でないと認められた工事を除く。 

 （１）技術的な工夫の余地が小さいと認められる工事について、簡易な施工計画や企業の施工
実績、配置予定技術者の能力等の技術力と入札価格とを一体として評価することが事業実
施上有利とされる工事 

 （２）技術的な工夫の余地が大きいと認められる工事について、工期短縮、安全対策、交通や
環境への影響等に関する企業の技術提案等及び企業の実績・能力、配置予定技術者の実績・
能力等の技術力と入札価格とを一体として評価することが事業実施上有利とされる工事 

 （３）技術的な工夫の余地が大きいと認められる工事について、主に工期短縮・コスト縮減等
を目的として設計段階から新技術・新工法、工事目的物の強度、耐久性、環境に関する性
能及びライフサイクルコストに関する企業の技術提案等と入札価格を一体として評価する
ことが事業実施上有利とされる工事 

 

（入札公告等） 
第４ 理事長は総合評価落札方式で建設工事に係る請負契約を締結しようとする場合は、次の事

項について公告又は通知しなければならない。 

 （１）提出を求める技術提案書等の内容及び提出期限等 

 （２）その他必要と認める事項 
 

（技術提案書作成説明会の開催） 
第５ 理事長は、必要があると認めるときは、技術提案書作成説明会を実施することができる。 
 

（技術提案書等の提出） 
第６ 理事長は、価格以外の技術提案等の評価を行う際に、必要な技術提案書等を提出させるこ

ととし、提出された技術提案書等は返却しない。 
 ２ 技術提案書等を提出しない企業又は提出された技術提案書等に必要事項が記載されていな

い企業は落札者としない。 
３ 技術提案書等の作成及び提出に要する費用は、企業が負担する。 

 



（技術提案書等のヒアリング） 
第７ 理事長は、必要があると認めるときは、技術提案書等の内容について、提案者へヒアリン

グを実施することができる。 
 

（技術提案書等の審査） 
第８ 技術提案書等の審査は、「広島高速道路公社総合評価型ＶＥ審査委員会」で行い、構成員

等は「広島高速道路公社総合評価型ＶＥ審査委員会規約」による。 
 ２ 技術提案等の審査は、広島高速道路公社低入札価格調査制度事務取扱要綱別紙「適正な

履行確保の基準」の数値的判断基準を満たす者について行う。 
 ３ 自己採点表の審査は、評価値が最も高い者について行うものとし、評価項目毎の得点は自

己採点を限度とし、審査後の得点が自己採点を下回る場合は０点とする。 
 ４ 前項の審査の結果、評価値の最も高い者に変動が生じた場合は、再度前項の審査を行い、

評価値の最も高い者が決定するまで繰り返す。 
 
（落札者決定基準) 
第９ 落札者決定基準には、評価基準、評価の方法及びその他必要な基準を定める。 
 
（評価基準） 

第１０ 第９の評価基準は、次のとおりとする。 

 （１）評価項目 
    評価項目は、総合評価落札方式の形式及び工事の目的･内容により必要となる技術的要

件等に応じて設定する。なお、必要に応じて発注者側から標準的な施工方法等を示す。 

 （２）配点 

     各評価項目に対する配点は、その必要度・重要度に応じて定める。 

 （３）加算点 
    評価項目毎の得点合計を加算点とし、加算点は３０～７０点の範囲で定める。 

 （４）ペナルティー 
    技術提案等の適切な履行を確保するために、評価項目毎に提案内容が履行されない場

合のペナルティーを設定する。 

（５）施工条件 
     技術提案等の履行に係る発注者と請負者の責任の所在を明確にするために、施工条件

を適切に明示する。 
 

（評価の方法） 
第１１ 総合評価は、①除算方式又は②加算方式により行い、①除算方式を標準とする。 
    ①除算方式 
     加算点に標準点（基礎点）の１００点を加えたもの（以下「技術評価点」という。） 

を当該入札者の入札価格で除した次式で得られた数値をもって評価する。 
  評価値＝技術評価点／入札価格 

技術評価点＝標準点（基礎点）＋加算点 
②加算方式 

     施工の確実性を実現する技術力を評価することで、工事品質の確保を図るこ 
とが、事業実施上、有利とされる工事は、価格評価点に加算点を加 えたもの
をもって評価する。  

     評価値＝価格評価点＋加算点 
        ＝α×（１－入札価格／予定価格）＋加算点 
     ※αの設定は工事特性に応じて定める。 
  
（落札者の決定方法） 
第１２ 理事長は、次の要件に該当する落札候補者のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。 

 （１）入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。 

 （２）低入札価格調査において、契約の相手方として不適当とされないこと。 
 ２  評価値の最も高い者が２名以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を決定する。 
 



 
（総合評価結果の公表） 
第１３ 入札契約担当者は、契約締結後すみやかに各評価項目の加算点、技術評価点、入札価格

及び評価値について閲覧等により公表する。 
 

（その他） 
第１４ この要領に定めのない事項及びこれにより難い事項については、必要に応じて別に定め

る。 

 
 
 
附 則 

 この要領は、平成１８年８月２日から施行する。 
 

附 則 
  この要領は、平成１９年１月１６日以降発注する工事から適用する。 
 

附 則 
  この要領は、平成２０年５月１日から施行する。 
 

附 則 
  この要領は、平成２１年１１月１日から施行する。 
 
附 則 
  この要領は、平成２２年７月１日から施行する。 
 
附 則 
  この要領は、平成２３年２月１４日から施行する。 
 

附 則 
  この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 
 
附 則 
 この要領は、平成２５年５月１０日から施行する。 


